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宇宙・星空 観光資源に 鳥取や長野県、11月に推進協議会 

　宇宙や星空を観光資源にして地域活性化に結びつけようと、全国各地の地方自治
体や企業、大学などが11月21日、「宙（そら）ツーリズム推進協議会」を設立す
ることになった。長野県、鳥取県、和歌山大学観光学部、全国の天文台で組織する
日本公開天文台協会（ＪＡＰＯＳ）、電通などが参加する予定だ。連携により情報
発信や集客対策を強化し、新しいツアーの企画にもつなげていく。

　国立天文台（東京都三鷹市）の縣秀彦・天文情報センター普及室長を代表に、宇
宙飛行士の山崎直子さんらで準備委員会を設立した。

　宇宙航空研究開発機構（ＪＡＸＡ）内之浦宇宙空間観測所のある鹿児島県肝付
町、ＪＡＸＡ種子島宇宙センターがある南種子町など19団体が参加を表明。他の自
治体や旅行会社にも参加を呼びかけ、メンバーを増やす。

　推進協議会ではこれまで自治体や天文関連団体などがばらばらに実施してきた宇
宙や空に関する催しについて情報を共有し、ポータルサイトを構築して情報発信す
るほか集客対策でも協力する。

　観光庁の「テーマ別観光による地方誘客事業」への応募も検討する。同事業では
エコツーリズム、酒蔵ツーリズム、アニメツーリズムなど13件が選定済みで「宙
ツーリズム」も団体でＰＲする。

　鳥取県は17年度から「星取県」を打ち出し、星空観察会などの開催や、星が見え
やすいように光の害を防止する星空保全条例（仮称）の制定も検討している。
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